
令和２年６月１５日 

 

警視庁と東京都教育庁との連絡会議申合せ事項 

                                             

   近年、いじめやサイバー空間における有害環境、児童虐待等の問題によっ

て、少年を取り巻く環境が著しく変化していることから、これら諸問題に的

確に対応するため、東京都教育庁と警視庁は、より一層の連携を強化するこ

とが重要である。 

 よって、東京都内における児童・生徒の健全育成及び非行防止活動を効果

的に推進するため、相互に連携し下記事項を柱として諸対策を強力に推進す

るものとする。 

 

記 

 

１ 学校におけるいじめ問題は、いまだに解消されたとはいえず、深刻な事

案につながるケースも見られることから、いじめの未然防止と早期発見・

保護を図るため、引き続き学校・教育委員会と警察が緊密な情報共有を図

る。 

 

２ スマートフォン等の利用により、少年が被害者や加害者にもなっている

状況があることから、サイバー空間における有害環境から児童等を守るた

め、学校・教育委員会と警察が連携し、家庭や学校内における、少年のイ

ンターネット利用に関するルールづくりやＳＮＳの適正な利用方法をよ

り一層促進させる。 

 

３ 児童虐待事案の重篤化を防ぐためには、関係機関が連携した早期の対応

が重要であり、児童等の変化に気づきやすい環境にある学校・教育委員会

が警察と積極的な情報共有を図り、保護者から威圧的な要求や暴力の行使

が予想される事案を含め、相互に連携して児童虐待事案の未然防止及び被

害児童等の早期発見・保護に向けた取り組みを行う。 

 

４ 「ＪＫビジネス」や「自画撮り被害」、「薬物乱用」など日々変化する

少年を取り巻く有害環境の現状を学校・教育委員会と警察の緊密な連携の

もと情報共有するとともに、これら情報に基づき、双方で少年や保護者に

対する被害防止教育や個別具体的な指導・助言、広報啓発など必要な施策

を行う。 



 

 

平成２８年５月１１日 

 

警視庁と東京都教育庁との連絡会議申合せ事項 

 

  東京都内における児童・生徒の健全育成及び非行防止活動を効果的に推進

するため、関係機関が相互に連携し諸対策を推進した結果、少年非行は６年

連続で減少したほか、学校におけるいじめ事案も２年連続で減少するなど、

一定の成果が認められた。 

  しかしながら、昨今のインターネットやスマートフォン等の普及による情

報伝達手段の急激な進歩をはじめ、児童虐待やいわゆる「ＪＫビジネス」の

問題など、少年を取り巻く環境が著しく変化していることから、これら諸問

題に的確に対応するため、東京都教育庁と警視庁は、より一層の連携強化を

図り、下記の事項を強力に推進するものとする。 

 

記 

 

１ 学校におけるいじめ問題は、いまだに解消されたとはいえず、深刻な事

案につながるケースも見られることから、いじめの未然防止と早期発見・

保護を図るため、引き続き学校・教育委員会と警察が緊密な情報共有を図

る。 

 

２ 少年のスマートフォン等の保有率が急激に増加している中で、スマート

フォン等の利用により、少年が被害者や加害者にもなっている状況がある

ことから、学校・教育委員会と警察が連携し、家庭や学校内における、少

年のインターネット利用に関するルールづくりをより一層促進させる。 

 

３ 近年、警察をはじめ関係機関における児童虐待事案の取扱件数は急激に

増加しているが、こうした事案の重篤化を防ぐためには、早期の対応が重

要であることから、児童等の変化に気づきやすい環境にある学校・教育委

員会が警察と積極的な情報共有を図り、相互に連携して児童虐待事案の未

然防止及び被害児童等の早期発見・保護に向けた取り組みを行う。 

 

４ いわゆる「ＪＫビジネス」をはじめとした少年の有害環境について、学

校・教育委員会と警察が緊密な連携と情報共有のもと、いわゆる「ＪＫビ

ジネス」等が少年の健全育成を阻害しないよう、社会全体に対する広報啓

発など必要な施策を行うとともに、少年がこうしたビジネスで稼働しない

よう必要な指導・助言を行う。 

 



平成２４年９月１０日

警視庁と東京都教育庁との連絡会議申合せ事項

警視庁と東京都教育庁は、東京都内における児童・生徒の非行及び犯罪被

害の防止と健全育成対策を効果的に推進するため、これまでも相互に連携し

て諸対策を推進してきたが、今後いじめ等の少年問題に更に的確に対応する

ため、両者の連携を一層強化し、下記の取組を進めることについて申し合わ

せる。

記

１ 学校におけるいじめ問題については、教育上の配慮等の観点から、一義

的には教育現場における対応を基本とするが、学校においては、犯罪等の

違法行為があれば、早期に警察に相談して対応することとし、特に、児童

・生徒の生命・身体の安全が脅かされているような場合には、直ちに通報

することを徹底する。

警察においては、被害少年や保護者等の意向及び学校における対応状況

等を踏まえながら、必要な対応をとる。特に、被害少年の生命・身体の安

全が脅かされているような重大事案がある場合は、捜査・補導等の措置を

積極的に講じていく。

２ １の対応を適切に推進していくため、「児童・生徒の健全育成に関する警

察と学校の相互連絡制度」及び「学校と警察との連絡協議会」等を有効に

活用し、警察と学校・教育委員会との間の情報交換・協力体制の充実を図

る。

３ 児童・生徒及び保護者、地域住民等に「いじめは、しない」、「いじめは、

許さない」といった気運が醸成されるよう、非行防止教室やセーフティ教

室、保護者会等において、警察と学校・教育委員会が協力していじめ防止

に関する啓発活動を実施する。

４ 少年問題を潜在化させないために、警察や教育委員会における少年相談

や教育相談がより一層活用されるよう、各種相談制度の周知と充実を図る。

５ 警察における少年相談と教育庁における教育相談との間での必要な情報

の共有と、各事案への適切かつ迅速な対応を図るため、教育相談機関等へ

の警察官ＯＢの配置を検討する。


